




 
 
 
 
 
 

 

塙山学区住みよいまちをつくる会 

（茨城県日立市） 

1980年新興住宅地の塙山小学校区に発足。全住民対象のア

ンケート調査を行い、郵便局の誘致などの運動を展開。課題

をみつけるたびに事業が増え、活動内容は健康づくりから環

境整備、子育て支援や介護予防、防犯、防災まで多彩。当初

から助成金をあてにせず、住民から活動資金を集金する方法

をとる。2006年には、宮城県仙台市宮城野区の福住町町内会

と災害時の支援提携を締結。1989 年住民みんなで策定した

「塙山コミュニティプラン」を皮切りに、次々と独自の地域

福祉計画を策定。現在、第3次計画が進行中。校区には約8,000

人が暮らす。 

 

NPO法人 秋桜舎（神奈川県川崎市） 

1966 年、川崎市多摩区に1108 世帯を有する公団分譲西三

田団地ができ、移り住んだ人たちは自ら住民アンケートを実

施しながら、郵便局の誘致などの運動を展開。それが 1989

年団地内の集会所を借りてボランティアでミニデイを開始す

る活動へ。現在はNPO法人化して通所介護、訪問介護、ケア

プラン作成の介護保険事業者となる一方、夕食宅配や「宮前

コスモスの家」（出張版ミニデイ）を実施。2002 年、三田小

学校区内の住民実態調査を実施。2003年地域の人が自由に使

える場として「三田ふれあいセンター」を設置。住民が講師

であり受講者でもある「めだかの地域大学」も開講。現在ス

タッフ80人、年間予算9000万円。 

 

西丘校区社会福祉協議会（大阪府豊中市） 

豊中市の千里ニュータウンに位置する西丘校区（人口約

5,000人）に、1980年発足。校区内の自治会や民生児童委員、

老人会、PTA、公民分館等の各種団体とボランティアの構成員

66人からなる理事会を中心に活動する。2001年、大阪府社会

福祉協議会が実施した「住民参加型『地域福祉アクションプ

ログラム』策定モデル事業」のモデル地区となり、住民ワー

クショップを開きながら、2003年校区の地域福祉計画「西丘

ちゅーりっぷプラン」を策定。現在は、ふれあいサロン、子

育てサロン、配食サービス、男性ボランティアの会、虹の会

（障害とともに生きる人と支える人が集まってのフリートー

クの会）など、多彩な活動を展開。 

 

 

 

 

 

 

 

校区の時代がやってきた！ 

「全国校区地域福祉活動サミットin 豊中」 

シンポジストの団体紹介（１） 

 

 

NPO法人 春日住民福祉協議会（京都府京都市） 

京都市上京区春日地区（人口約2,500人、高齢化率23％）

では、マンションの建設問題をきっかけに、暮らしやすいま

ちにしようという機運が高まり、1973年「春日住民福祉協議

会」が発足。地元で一人暮らしの男性が寝たばこで火事を起

こし亡くなったことから、消防署、消防分団、自治連合会、

防火委員会などと連携して、障害者や一人暮らしの高齢者を

訪問する活動を開始。1982年、全住民が参加する「自主防災

会」を結成し、「春日地区福祉防災地図」を作成。1992 年、

ミニケアサロンを月2回開始。1996年行政、専門機関、諸団

体、ボランティアなどと「春日福祉サービス調整チーム」を

発足させ、高齢者の在宅での生活を支えるために介護プラン

を立案するなど協働を図る。 

 

東豊台校区福祉委員会（大阪府豊中市） 

豊中市の東豊台校区（人口7,895人）に、1980年発足。

1987 年一人暮らし高齢者の会と給食サービスを開始。現

在は、東豊台小学校の敷地内に建てたプレハブを活動拠点

に、福祉相談や通院介助などの個別援助、ふれあいサロン、

子育てサロン、配食サービス、世代間交流会などを展開。

阪神・淡路大震災の被災地として安否確認事業に力を注ぐ。

校区福祉委員会の役員と民生委員が集まって要援護者の

状況を確認する小地域ネットワーク委員会を月１回開く

ほか、多彩なメニューの防災訓練を年１回開催している。 

 

真野地区まちづくり推進会（兵庫県神戸市） 

神戸市長田区にある真野地区（人口約4,300人）のまちづ

くりは、1960年代に起こった公害問題から始まった。その後、

高齢者の介護問題を受けて、100 人からなる友愛訪問ボラン

ティアを組織し、巡回入浴サービスを開始。そして1980年「真

野地区まちづくり推進会」発足し、住民が主体となって「ま

ちづくり20 年構想」を策定。1995 年阪神・淡路大震災を受

けるが、バケツリレーで消火活動にあたった結果、まちの被

害を小さくとどめることができ、復興のための活動を行う。

2006 年には暴力団組事務所追放運動を行い、「自分たちのま

ちは自分たちで守る」を貫徹。後継者を育てるための工夫も

さまざまに行っている。 

 

 

 

シンポジウム１ 

住民自らが策定する地域福祉計画とその展開 

シンポジウム２ 

災害時一人も見逃さない小地域活動の実際 



  

  

  

  

  

  

 

すずの会（神奈川県川崎市） 

1995年、川崎市宮前区（人口約211,000人）に住む5人の

仲間が中心になり、地域で助け合える活動を始めようと在宅

介護支援ボランティアグループ「すずの会」を結成。1996年

ミニデイサービス（月2回）を開始（昨年度の参加者総数は

1,524人）。ほかに、地域の中で孤立しがちな高齢者や障害者、

子育て中の母親などが気軽にお付き合いできる場としてのご

近所サークル「ダイヤモンドクラブ」、特養内での喫茶の開設、

介護保険外の支え合い活動「スポットサービス」、地域福祉コ

ーディネート、介護相談、外出支援と活動は多岐にわたる。

また、民生児童委員会や町内会、行政が課題を共有し解決を

図る地域ネットワーク「野川セブン」とも協働を図る。 

 

北校区福祉委員会（大阪府寝屋川市） 

1983年に誕生。当初はボランティアの育成などからスター

トし、地域の見守り活動や配食サービスの実施などをとおし

て、地域で高齢者を支える取り組みを展開している。また、

小学校や中学校との連携にも積極的で、中学生による一人暮

らしのお年寄りへの誕生月花束訪問の実施など、世代間交流

にも力を入れている。校区内のさまざまな活動を有機的に結

びつけるため、ネットワーク推進調整会議を開催。 

 

きたすま在宅福祉支援センター 

「すこやか友が丘」（兵庫県神戸市） 

1967年に兵庫県労働金庫が出資し、兵庫県勤労者住宅生活

協同組合が造成した神戸市北須磨団地（人口約6,000人）で、

住民が「ゆりかごから墓場まで」をスローガンに1968年北須

磨団地自治会を発足。幼保一元化の「北須磨保育センター」

や知的障害者更生施設、高齢化した団地住民を対象とした高

齢者介護施設（特別養護老人ホーム、小規模多機能型居宅介

護事業所など）を設置。これらの社会福祉法人の設立を自治

会が行う。補助金だけではまかなえない設立資金を住民が出

資したほか、自治会三役は社会福祉法人の理事や評議員とな

り運営にも住民の声が反映される仕組み。施設には地域交流

スペースや、コミュニティレストラン「しゃべりーな」があ

り、地域に開かれている。 

 

 

 

 

原田校区福祉委員会（大阪府豊中市） 

約12,000 人が暮らす原田小学校区に、1982 年発足。1987

年住民の意識調査と「福祉の町づくり全体会議」を実施。現

在は、校区デイハウス村井「遊友
ゆうゆう

」と名づけた民家を拠点に、

ミニデイサービスや子育てサロン「よちよちゆうゆう」、誰が

参加してもよい「サロン遊友」、カラオケ教室、配食などを展

開。220 人もの福祉委員と約150 人の登録ボランティアが近

所の困りごとをチャッチし、福祉相談や個別のボランティア

支援に応じている。地元の学校や施設、団体とつながって、

さまざまなところで連携を図っているのも特徴だ。 

 

中山台コミュニティ 中山福祉推進委員会 

（兵庫県宝塚市） 

1960年代から開発が始まった宝塚市中山台（人口約16,000

人）では、1999年11の自治会が合同でまちづくり協議会「中

山台コミュニティ連合会」（現 中山台コミュニティ）を発足。

評議委員会や「まちづくり」「青少年」「福祉活動」「緑化環境」

「地域文化活動」「健康スポーツ」「生涯学習」「エコマネー」

の８部会を持つ運営委員会と、センター委員会から構成され

る住民組織へと発展。2001年に第４次宝塚市総合計画がスタ

ートし、それを契機として、２年余りかけて「中山台地区ま

ちづくり計画書」を策定。 

 

はやめ南人情ネットワーク（福岡県大牟田市） 

4,600人ほどが暮らす大牟田市駛女
は や め

南地区に、「すべての人

にとってすみやすいまちを目指そう」と2004年発足。校区内

の社会福祉協議会、町内公民館連絡協議会、校区民生委員児

童委員連絡協議会、校区老人クラブ連合会、介護サービス事

業所の５者で世話人会を構成。またサポーターとして公民館

や警察署、小中学校、タクシー会社などさまざまな団体が参

加し、世代間交流や集まり場づくりなどの活動を実施。また、

裸足で歩く認知症のお年寄りが、離れた町から誰にも声をか

けてもらえずにいたという出来事から、道で認知症の方を見

かけたときは声をかけようという「徘徊模擬訓練」を実施。

100 団体約 200 人が参加する本格的な訓練は、全国的に注目

を浴びている。

シンポジウム３ 

要介護となっても住み残れる地域づくりの実践 

シンポジウム４ 

小地域活動と市区町村社会福祉協議会と自治体との連携・協働 

校区の時代がやってきた！ 

全国校区地域福祉活動サミットin 豊中 

シンポジストの団体紹介（２） 
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